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イギリスにおけるデータ保護立法論 の展開
飯 塚 和 之
は じ め に
イギリスでは,不 法行為法上の権利としてプライバ シーの権利が承認されて
いない。それを立法的に解決 しようとする一般的プライバ シー権立法 も成立 し
ていない1)。 このような状況のなかで,個 人データの保護を目的とするデータ
保護法が1984年7月 に成立した2)。 コンピュータ処理個人データに限定 してい
るとはいえ,デ ータ ・プライバシー権に関する立法の成立は,イ ギ リスにおけ
るプライバ シー法の歴史に一つの画期を成す出来事ということができる。その
意味で,デ ータ保護法の立法化に関する論議をフォローしておくことは,プ ラ
イバシー法の研究上不可欠の作業 といえよう。1984年 データ保護法については,
すでに別稿でその内容の紹介 と問題点の指摘を行なっておいた3)。 本稿は,イ
ギ リス ・プライバシー法研究の一環 として,1984デ ータ保護法の成立に至るま
でのいわば立法前史にあたるデータ保護立法論をやや詳細に検討しようとす る
ものである。
ところで,イ ギリスにおいて,コ ンピュータの出現1こ伴うプライバシーの法
的保護の必要性の問題が提起されたのは,世 界的にみても,そ う遅い時期では
ない。それにもかかわらず,イ ギ リスでは,デ ータ保護法の立法化は遅れてい
た。一般的プライバシー権の未承認という伝統的法状況の下で,一 般的プライ
1)イ ギ リ ス に お け る プ ラ イ バ シー 論 の 史 的 展 開 に つ い て は,WalterEPratt,
Pr`uαcッ 加 βr``αεπ,(1979)が 最 も詳 細 で あ る。
2)DataProtectlonActi984(ch.35).
3)飯 塚 和之 「イ ギ リス に お け る1984年 デ ー タ保 護 法 の 成 立 」 法 律 時 報57巻11号108頁
以 下(1985年)。
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バシー権立法と同様にデータ保護法の立法化にも歯止めが掛けられていた。と
ころが,こ の状態 は,1975年 の政府による白書rコ ンピュータ とプライバ
シー』4)の公表を転機 として,立 法化の方向をたどった。 この点について,や
や敷術すれば,1960年 代には,コ ンピュータの出現による個人のプライノドシー
侵害を防止するために,ま ずデータ ・バンクの規制の必要が強調された。それ
には,ビ ッグ ・ブラザーの支配するr1984年 』5)の出現のイメージが重なって
いた。 ところが,1970年 代後半に入いると,個 人のデータ保護の問題は,人 権
保護の側面のみならず,個 人データの処理を営業とする産業界の経済的利益の
側面からも見直されるようになった。 というのは,デ ータの国際的流通に伴っ
てデータ保護法未制定国へのデータの流通 ・処理を制限する可能性がでてきた
ため,未 制定国のデータ処理関係業者の経済的利益が阻害されることも予測さ
れるに至ったからである。ひいては,コ ンピュータ関係の産業への影響も考え
られた。 このような人権保護 と経済的利益保護の二っの流れを念頭に置きなが
ら,デ ータ保護立法論の展開を追って見 ることにしよう。その展開過桿は,こ
れまでのところ,次 の三つの時期区分を可能とするように思われる。第一期は,
1960年代後半が ら70年代前半にかけての,様 々な団体による立法化運動,議 員
提出法案の提出によるデータ保護立法の世論形成期である。第二期は,1975年
頃からの政府による立法準備の時期。第三期は,1981年 の立法案の発表か ら19
82年の第一次データ保護法案,1983年 の第二次データ保護法案を経て,1984年
データ保護法の成立までのデータ保護立法具体化期である。立法前史の展開を
見る本稿では,第 三期については,1982年 データ保護法案の提出前までを主 と
して扱 うことにする。
1第 一期:デ ータ保護立法世論形成期
1.保 守党法律 家協会 の提案
プ ライバ シー一般 の問題 とな らんで,デ ータ ・バ ンクに よるプ ライバ シー侵
4)σo胆pω 孟θrsα πdPr`ひ αcッ,Cmnd.6353,(1975).
5)G…ggO・w・ll・ 酬 就 ・・π 属gh亡 勢F・ 鵬(1949).・
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害の問題をはじめて提起 したの は,「 市民 的自由の ための全国評議会」(Nation
alCouncilforCivilLiberties=NCCL)が1968年に 発 行 し た 『攻
撃 され るプ ライバ シー』6》で あったが,コ ンピュー タとプ ライバ シー の問題 そ
の ものを法 的問題 と して提起 したの は,保 守党 法律 家協会 法律 調査小 委 員会
(Sub-CommitteeoftheLega正ResearchCommitteeoftheSocietyof
ConservativeLawyers)の 発行 した小 冊 子rコ ン ピュ ー タ と自由』7)で あ っ
た。 この小委 員会 の目的 は,「 個人 データを記録 して いる コ ンピュー タ ・シス
テムの抑圧 的行 為か らの 自由が.現 在 もしくは次 の10年 間に,私 的個人 に新 し
い権 利を与 え,ま たはその ようなシステ ムの運営が何 らかの立法的規制 に服す
べ きこ とを要求す るか否か を検討す ること」8〕にあった。 同委 員会 は,現 行 法
をサーベイ し,そ の欠 陥を指摘 した後で,コ ンピュー タ ・デー タ ・バ ンク規制
に関 して,10項 目に わ た る勧 告 を行 な っ た。 こ こ に は,1980年 のOECD
勧告 のガイ ドライ ン9}に 見 られ る現在のプ ライバ シー保 護の基本原則の一部 を
未整 蓮のまま見 ることがで きる。 それは次のよ うな ものであった。①行政 ・立
法政 策 として,誤 った個人情報 に対 して以下の保 護を確保 すべ きであ る。(D
本人へ のプ リン ト・ア ウ トの交付,(ii)各 プ リン ト・ア ウ トに は使 用 目的 お
よび情報受領者の住所 ・名称が示 され ること,(iii)裁 判 所 また は審 判所 は被
害者の 申請 に基づ いて情報の変更 ・抹消を命ず ぐ権限 を有 す るこ と.(iv)'裁
判所 または審判所 は誤情報の過去の受領 者に.変 更 ・抹消が通報 されるべ きこ
とを命ず る権 限を有す ること.(v)情 報の他目的利用 は禁止 され るべ きこ'と。
②制 定法の規 定は.個 人情報 を保持す る一切の政府デー タ ・バ ンクを規制すべ
きで ある(例 外;警 察 および対抗的 スパ イ活動記 録)。 ③ 同様 の規 定 は,一 切
の地方 または公共機関の設立す る一 切の個人 デー タ ・バ ンクを規制すべ きで あ
6)DonaldMadgwick,Pr`ひ αcッμπderA``αcん,(NCCL,1968).
7)ConservativeResearchDepartment,Cb肌p砿`ersαπdFreedoπL,(1968).
8)」耐.,at3.
9)OEC工 λRecoπ しmθπdα琵oπo∫ 〃LeCoω πc認(ゾ〃乙eOECDcoπcθrπ 加gG厩d←
伽 θsgOひεm`η8`んePro`θC``0πq/Prε りαCッαπd野 αηεわor4εrFZOωSqブ
Pe㎎oπ α`加 施,(1980)。 邦訳は,行 政管理庁行政管理局監修 『世界のプライバシー
(改訂版)』(ぎ ようせい1鴫2年,)369頁 以下に収録されている。
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る。④制定法の規定は,民 間の所有するデータ・バンクの一定の部門にも適用
されるべきである。⑤プリント・アウ トか ら除外される秘密情報として扱われ
るべきものは,そ の類型において明確性を要する。⑥プ リント・アゥ トを要求
するいかなる立法においても,誤 情報に抗議しなかったことをもって,そ の真
実性の承認とみなされるべ きではない。裁判所または審判所は秘密審理を行な
う権限を有すべきである。⑦プ リント・アウ トに特定された目的外への情報の
利用は,そ れが立法により違法とされる場合には,刑 事犯罪および民事の訴訟
原因となるべきである。⑧不当なプライバシー侵害を回避するために,各 種機関
からプールされた情報を保持する国家データ・バ ンクは,次 の規則に従うべき
である。(i)い ずれかの部省の職員が自己の義務の遂行に必要な情報しか得ら
れないように当該バ ンクへのアクセスを制限す ること,(ii)当 該バ ンクが意
図した目的に使用されるべきでないほどに時期はずれとなった情報の抹消を定
めること。⑨ ⑧の規則の遵守を確保するために,当 該データ ・バ ンクは,当
該部省から独立した組織の管理下に置かれ,当 該部省の長に責任を負わない独
立機関により規制 されるべきである。⑩民間データ・バンクについては,一 般
公衆にとってなにが認めがたい1かを,あ らか じめ立法化するよりも,収 集され
る情報のタイプ ・目的についての公衆の認識から,い かなる対抗的反応が生ず
るかを見るほうがよいであろう。
データ保護論のこの段階では,コ ンピュータによる個人情報の大量収集 ・蓄
積 ・処理 ・伝播などによるプライバ シーへの脅威が強調されて いるのみで,
　 　 　 　
「現代 的プ ライバ シー権」 論が 自覚 的に展開 されていたわ けで はなか ったio)。
また保守党法律家協会の この文 書には,デ ー タの国際的取引の側面か らのデー
タ保護立法化の認識 も見 られなか った。
2.1969年 デー タ監視法案(DataSurveillanceBi]11969)
この法 案 は,ケ ネス ・ベ イカー議 員(Mr.KennethBaker)が1969年5
月,上 記の保守党法律家協会案 を参 考に して下 院に提 出 した もので ある。同一
10)「 現代的プライバシー権」という用語法にっいては,堀 部政男r現 代のプライバシー』
39頁以下(岩 波書店1980年,)を 参照のこと。
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内容 の法 案が 後 に 「個人 記 録(コ ン ピュ ー タ)法 案 」(PersonalRecords
(Computer)Bill1969)として ウ ィ ンデル シャム卿(LordWindelsham)
によ って上院 にも提出 された。 いずれ も不成立 に終 って いる。提案者 自身が 自
負 したよ うに,西 側世界の議会で は.は じめてのデータ保護 関係 の法 案で あっ
た。 もっと も,提 案者が 「変化す る現代社会の状堤のなかで,我 々は,一 人 に
してお いて も らう権利を必要 とす る」11)と述べ るにとどま って いた と ころか ら
考 える と,こ の段階で も,自 己情報の コン トロール権 としての現代 的プライバ
シー権についての認識 には到達 して はいなか ったように思われ る。 この法案 は,
正式名称 を 「コン ピュータ情報の不正使用によるプライバ シー侵害 を防止す る
法案」 といい,ベ イカー議員 自身の提 案説 明 によれ ば,次 の 五点が 重要 で あ
る12)。第一 に,特 に人民に関す る情報を保 有する コンピュータは,そ の情報が
要求 され る目的 とともに登録 され る。その登録簿は制 限的慣行登録官 によって
保管 され る。 第二 に,い ずれかの コン ピュー タに,い ず れかの者の名前が 現わ
れ る時 には,そ の者 はその コン ピュー タが保有す る個人 情報 のプ リン ト・アウ
トを受 け とる ことがで きる。第三 に,各 人 は,情 報の正 確性,保 有目的の 関連
性に抗議する権利および時の経過により時期 はずれ とな って いること,し たが っ
て削 除 されるべ き ことを要求す る権利 を有す る。第四に,無 権限の受 領者 に情
報を送 るデー タ ・バ ンクの所有者 または運営者 は,罰 せ られ る。 もし,不 正確
な情報が送 られ,そ の結果,個 人が 損害を被 る場 合には,損 害賠償の訴訟原因
が生 ず る。第 五に,悪 意の 目的で情報 を得 よ うとす る者 は罰せ られ る。
この法 案の主眼は,デ ータ ・バ ンクの登録制度 に置かれ,登 録官の各種の権
限の執行を担保す る機構 に欠 けて いた。 これ は,こ の法案の欠 点 といわれた13)。
独立の規制権限を有す る監督機 関の設置は,あ るべ きデータ保護立法 にとって
は不可欠あ ことといえ るか らで ある。
11)783Parl。Deb.,H.C.(5thser.)288(1969).
12)1鳳,at285-288.なお,本 法 案 の翻 訳 は,行 政 管 理 庁 行 政 管 理 局 監 修 『世 界 の プ
ライ バ シー 』333頁 以 下(ぎ ょ うせ い1978年,)に 収 録 さ れ て い る。
13)JamesMartinandAdrianRD.Norman,%eσomp碗 θr`2θd80deε ッ,
519(1973).
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3.ジ ャステスの提案
ジャステス(Justice)は,1970年 に 『プ ライバ シー と法』 と い う報 告 書 を
公表 したが,そ の付録E「 コンピュー タと法」14)でこの問 題を扱 って い る。 そ
の結論 は,個 人 を保護す るために,・少な くとも以下の基準 を満 たす保護手段が
現にデザ イ ソされ ているシステ ムのなかに設 けられ る必要が あ る,と い うもの
であった。(i)あ らゆ る事態において 自己の与 える授権 につ いて独立 の公 的
機 関に対 して責任 を負 う地位 にある,い ずれかの者の特定の授権が なければ,
自分で入 れたのではない,い か なる情報 もその システムか ら引 き出 す ことをい
かな る個 人 ・機 関 ・組織 に も認 めない防護手 段。(ii)そ の 者の 情報 が その シ
ステムに保有 されてい る個人 の,自 己に関連す るすべての情報の プ リン トをそ
の選択す るいずれの時で も,適 切 な,,し か し少額の手数料の支払 いで要求す る
権利。(iii)そ の者が誤 り ・不公正 ・誤解が あ ると考 え るプ リン ト・ア ウ ト中
の情報に対 して,紛 争の場 合には,独 立 の審判所への訴えの機会 を伴 って抗議
す る個人 の権利。(iv)い かな る情報 がその システムに よ って,い つ,い か な
る権限 に基づ いて伝達 されたかを発 見す る個人の権利。
以上の四つの基準は,ま さに個入の 自己情報へのア クセス権の具 体化 であ り,
現代的 プライバ シー権 につ いて,そ れ とは明確 に 自覚せず に述べて いる もの と
いって よいで あろう。
4.1972年 個 人 情 報 規 制 法 案(ControlofPersonallnformationBill
1972)
本法案 は,NCCLに よ り起草 され1972年2月,レ ズ リー ・ハ ックフ ィー,
ル ド議員(Mr.LeslieHuckfield)によ って下 院 に提 出 さ れ た もの で あ る
(不 成立)15)。 正式名称 を 「データ ・バ ンク審判所お よび検 査官 を創 設 し,個
人情報 を包含す るデー タ ・バ ンクの許可につ いて規定 し,亨 一タ ・バ ンクに蓄
14)Justice,.P冠 ひα昭 αη(『`んθLα ω,53-55(1970),な お,『 ジ ャ ス テ ィ ス 』 と は,
国 際 法 律 家 委 員 会 イ ギ リ ス 支 部(BritishSectionoftheInternational
CommissionofJurists)の名 称 で あ る。
15)こ の法 案は,DonaldMadgwickandTonySmithe,既e瓦 びαsぬ η(ゾ 乃 ・εoαcッ,
、4ppθη読 κ1(1974)に 収録 さ れ て い る 。
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積された情報の不正使用を防止するためのその他の規定を定めるための法案」
という。本法案の最大の特徴は,デ ータ ・バ ンクの規制 ・監督のための機関と
して,デ ータ・バンク審判所を創設することである。法案は,ま た国務大臣の
任命するデータ・バンク主任検査官および主任検査官の任命するデータ・バン
ク検査官の制度を創設する。この主任検査官または検査官は,審 判所に対 して
次の事項について報告義務を負う。(i)あ る者が,〔a体 法の要求する許可を得
ていないこと,〔b藩 判所の許可条項 に従 っていないこと,お よび{c藩判所の命
令に従っていないこと,(ii)本 法の下で犯された一切の犯罪,(iii)一 切の
データ ・バ ンクに保有 されている一切の個人に関する不完全 ・不正確 ・不適切
な一切の情報。さらに.こ の義務の遂行のために,主 任検査官または検査官に
は,次 の権限が附与される。(i)許 可を要するデータ ・バ ンクの存在す る葎物
等の立入 ・検査 ・調査をすること,(ii)許 可を要す るデータ ・バ ンクの運営
に用いられる設備 ・システム ・プログラムの検査 ・調査をす ること,(iii)許
可を要するデータ ・バ ンクの保有す る情報の検査 ・調査をすること。また審判
所は,次 の権限を行使 しうる。(i)デ ータ・バ ンクに蓄積 されている情報の項
目の削除または訂正を命ず ること,(ii)情 報の削除または訂正について一定
の者に通報すべきことを免許保有者に命ず ること,(iii)損 害を被った者に損
害賠償を支払うべ きことを免許保有者に命ず ること,(iv)免 許データ ・バ ン
クか ら不正手段で情報を取得した者に対して,そ れによって被害を受けた者へ
の損害賠償の支払を命ずること,(v)本 法の下での許可を得なかったことによっ
て,ま たは無許可データ ・バンクの運営によって損害を被 った者への損害賠償
の支払を命ずること。
本法案は,審 判所の権限の側面か ら個人情報の規制を規定 しているが,本 法
案の重点は,提 案者が 「基本的権利」16)と呼んだ自分自身のファイルに存在す
る情報への個人のアクセス権を認めているところにある。 そして,コ ンピュー
タ化 された個人情報の蓄積による人権侵害の可能性の有無に論議も集中してい
た。 しか し,本 法案提出前の議会の討論においては,政 府は,コ ンピュータ利
16)830Parl.Deb.,H.C.(5thser.)1142(1972)。
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用による行政の効率性の側面での経済的利益には言及 していたがプライバシー
侵害の可能性を否定し,規 制を時期尚早としていた1η。その認識は,次 のヤン
ガー委員会にも引き継がれた。
5.ヤ ンガー委員会の勧告
1972年7月 に報告書を公表した 「プライバ シーに関す る委員会」(ヤ ンガー
委員会)は,民 間部門におけるプライバシー問題を全般的に検討する委員会で
あったが,す でに大きな問題となっていたコンピュータによる個人情報の処理
に関 しても一章を設けて,こ れを検討 している18)。その認識は,い われるよう
なプライバ シーの脅威は,現 在までのところほとんど存在 しない。けれども,
将来はその可能性がある,と いうものであり,さ しあたり,コ ンピュータによ
る情報処理の成長および技術を再検討する常設の委員会を設置することを勧告
す る,と した。また,民 間のコンピュータ・ユーザーが自主的に採用すべき個
人情報処理のための10個の原則を勧告 した。この原則は,そ の後の議論で,非
常に重視 され,イ ギリスでのデータ保護原則の原型となった。それらは,次 の
とおりである重9}。
①[目 的外使用の禁止]情 報は,あ る特定の目的のために保有されているも
のとみなされなければならず,適 切な承認がなければ他の目的のために使
用されてはならない。 ・
②[ア クセス制限]情 報に対す るアクセスは,情 報が提供された目的のため
にそれを有する権限を与えられている者に限定されなければならない。
③[情 報量の必要最小限性]収 集 され,保 有 される情報の量は,特 定の目的
17)822Par1.Deb.,H.C.(5thser.)487-502(1971).
18)Rθporεoゾ 仇 θ α)mm漉 εeoπPr融cッ,cん αμer20,Cmnd.5012,(1972).
委 員 長 ヤ ンガ ー(KennethYounger)の名 を冠 して 通 称 され る,こ の 委 員会 に つ
い て は,堀 部政 男 「イ ギ リス の 法 と新 聞」 新 聞 研 究1973年8月 号49頁 以 下,同 「紹
介(イ ギ リス)」 比 較 法 研 究36号226頁 以 下(1974年)を 参 照 の こ と。 ま た,同 委
員 会 の 勧 告 の 全般 に つ い て は,飯 塚 和之=堀 部 政 男 「イ ギ リス にお け る行 政 とプ ラ
イ バ シー 」 ジュ リス ト589号81頁 以 下(1975年)を 参 照 の こ と。
19)詳 しくは,堀 部 政 男 「イ ギ リス に お け る最 近 の プ ラ イ バ シ ー 保 護 論 」 ジ ュ リス ト
760号20頁 以 下(1982年)を 参照 の こ と。 本 文 中 の各 原 則 に付 け られ た 見 出 し は,
この 堀部 論 文 に 拠 っ て い る。
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の遂行に必要な最小限にとどめなければならない。
④[個 人識別の分離]統 計目的のために情報を処理するコンピュータ・シス
テムにおいては,そ の設計およびプログラムで個人 を識別するものをデー
タの他の部分から分離す るよう適切な措置がとられなければならない。
⑤[情 報を知らされる権利]情 報主体が自己に関 して保有されている情報に
ついて知らされる手段がなければならない。
⑥[情 報の悪用防止]シ ステムによって到達される安全のレベルがユーザー
によって事前に明らかにされなければならず,ま たそのレベルは,情 報の
故意の悪用または不正使用に対す る予防措置を含まなければならない。
⑦[監 視システムの設置]安 全 システムには,な んらかの侵犯がある場合に
それを探知することがで きるように監視システムが備えられなければなら
ない。
⑧[情 報保有期間の明示]情 報 システムの設計においては,そ れを超えて情
報が保有されてはならない期間が明示されなければならない。
⑨[情 報の不正確性の訂正〕保有されているデータは正確でなければならない。
情報の不正確性の訂正および最新性を確保する装置がなければならない。
⑩[価 値判断のコー ド化]価 値判断のコー ド化には注意が払われるべきであ
る。
一般的プライバシー権については,そ の立法化につき否定的態度をとったヤ
ンガー委員会は,プ ライバシー権そのものを定義することを回避 した。 しか し,
個別課題であるコンピュータとプライバシーの問題については,積 極的対応は
しなかったものの,・上のような原則の定立をはかることによって,こ の分野で
のプライバシー保護の必要性を認めざるを得なかった。
6.小 括
ヤンガー委員会の勧告にもかかわ らず,こ の時期の政府のプライバ シー問題
への取 り組みは,総 体として消極的なものであった。それは次のような一連の
経過から窺 うことができる。まず,第 一に,ヤ ンガー委員会の設置は,政 府が
プライバ シー問題の現実性を承認したものであったが,同 委員会を任命(1970
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年5月)し た労働党政府も,ま た委員会が実質的に始動 した直後(1970年6月)
に政権についた保守党政府 も公的機関によるプライバシー侵害問題の検討を諮
問事項から除外 したことである。個人情報の蓄積という点か らみれば,公 的機
関によるそれのほうが民間機関におけるよりも重視されなければならなかった
にもかかわらず,労 働 ・保守両政府ともにこれを無視したのである。第二に,
通常,重 要報告書が公表されると,そ の後の議会で討論されることになるが,
ヤンガー報告書にっいては,公 表後一年 も経過 した後で行なわれたことである
(1972年7月 報告書公表。1973年7月 議会で討論。)20〕。重要な報告書に対する
政府自身の態度決定を回避していたことになる。第三に,政 府は,1973年7月
の議会の討論のなかで,同 年中に政府機関の有するコンピュータとプライバシー
との関係をも含めて,コ ンピュータとプライバ シーに関する白書を公表すると
約束 していた21)にもかかわらず,そ れが公表されなかったことである。この時
期における政府の消極的対応は,次 の時期における政権の労働党政府への移行
により転換する。
II第 二期:デ ータ保護立法準備期
第二期 は,1975年12月 の政府白書rコ ンピュー タとプ ライバ シー』 の公表に
始ま り,リ ン ドップ委員会報告書の公表 を頂点 とす る政府によ る立法準備 の時
期であ る。
1.政 府 白書
1974年2月 に政権 につ いた労働党政府 は,75年12月,前 政府の約束 して いた
政府白書 「コンピュー タとプ ライバ シー』22)およびその補遺であ る 『コンピュー
タ:プ ライバ シーに対す る保 護措置』23}を公表 した。 この 白書 の なか で,政 府
は,ヤ ンガー委員会 の勧告 していた常 設委員会 の役割を超えて,個 人情 報を保
20)859Parl.Deb.,H.C.(5thser.)1955-2058(1973).
21)859ParLDeb.,H.C.(5thser.)1968-1969(1973).内 務 大 臣 ロ バ ー ト ・
カ ー 氏 の 答 弁 。
22)(】oπLp磁 εrsα π(ノPr`ひ αcッ,Cmnd.6553,(1975).
23)σomρ ㏄`θrs:翫 ノセ9防 αrdsforP冠uαcyCrnnd.6554,(1975).
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有するコンピュータ・システムが情報主体のプライバシーに対する適切な保護
措置を伴って運営されているかを確保することを目的とする機構の設置のため
の立法の必要性を認めた24)。個人情報を処理するコンビ昌一タ・ユーザーが も
はやプライバシー保護にっいての唯一の判断者ではなく,法 による基準に従っ
て判断されるべ きであり,立 法によるのが正 しいコースであるとした。立法化
にあたっては,一 つには制定法上の諸目標を確立 し,二 つには監督機関として
の恒常的な制定法上の機関の設置を不可欠 とする25}。そして,こ の機関設置の
方法を準備する委員会を任命するとした26》。 この臨時的性格を付与された委員
会が次のデータ保護委員会であった。
2.デ ータ保護委員会報告書
(1)は じめに 政府白書の方針に基づいて1976年 に 「データ保護に関する委
員会」が内務大臣によって任命 された。当初,サ ー ・ケネス ・ヤンガー氏が委
員長に任命されたが,同 氏の急逝により,同 年6月 サー ・ノーマン・リンドッ
プ氏(SirNormanLindop)が 新委員長に任命され,7月27日 に発会合が
もたれた。1978年12月 にその報告書が議会に提出 ・公表 された271。この報告書
は,コ ンピュータによる個人データの処理が問題となるすべての分野について,
その現状を明 らかにし,立 法的規制の必要性を勧告 した。同報告書は,本 文 ・
付録あわせて460頁 に及んでいる。各部 ・章の見出しをみるだけで も,そ の検
討対象がいかに広範囲にわたっているかを知ることができるので,そ れを次に
訳出しておこう。
第1部 ・背 景
第1章 序説,第2章 プライバシーとデータ保護,第3章 データ保護に
対するテクノロジーの影響,第4章 国際的状況。
第H部 連 合 王 国 に お け る現 在 の コ ン ピ ュ ー タ 化 さ れ た 個 人 情 報 の 運 用 状 況
第5章 白 書 提 案 に 対 す る 一 般 的 反 応,第6章 中 央 政 府,第7章 国 民 保
24)Co7η ρ㏄`θrsα η(9P冠 ひαCツ,atpara.4。
25)1dL,atpara.30.
26)∫dL,atpara。31。
27)Repor`qノ εんeCbmm```eoπ 工bεα 乃 「o`ec`εoη,C加 πdL7341,(1978).
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健制度,第8章 警察および防衛手段,第9章 地方政府,第10章 国有企業,
第11章 教育,第12章 雇用,第13章 信用および信用報告,第14章 銀行業,
第15章 保険,第16章 住宅組合,第17章 ダイレク ト・マーケティング。
第珊部 将来の公正な運用の確保:デ ータ保護法
第ユ8章 何が規制されるべきか,第19章 どのように規制 ざれるべ きか,
第20章 誰が窺制すべきか,第21章 データ保護庁のための制定法上の指針,
第22章 費用。
第IV部 特別に重要な領域
第23章 警察および防衛手段,第24章 医療記録 ・社会事業記録,第25章
タ
雇用記録 ・教育記録,第26章 統 計,調 査および公文書,第27章 越境デー
タ流通,第28章 データ処理 ビューロ,第29章 統一個人識別番号。
第V部 データ保護法のその他の諸結果
第30章 第三者情報,第31章 公表情報,第32章 条件付特権,第33章 民
事上の救済方法,第34章 信頼違反に関する法,第35章 契約による適用排除,
第36章 死亡および清算,第37章 データ保護法のその他の制定法上の含意。
第VI部
第38章 主要な立法上の勧告,第39章 次の段階。
② データ保護委員会のプライバシー概念 委員会の打ち出した立法上の勧
告を見る前に,こ の段階でデータ保護委員会の採用 したプライバシー概念につ
いて見ておくことが有益であろう。報告書は,r第2章 プライバ シーとデー
タ保護』において 「データ・プライバシーの概念」の小見出しの下で,プ ライ
バシーとデータ保護の関係を次のように説明している。「情報 システムにおけ
る個人データの処理となんらの直接的関係をもたないプライバシーの諸側面が
存在する。それらは,家 宅への侵入,立 入 り捜索権やメディアの当惑するよう
な公表である。同 じく,プ ライバ シーとはなんらの直接的関係をもたないデー
タ保護の諸側面が存在する。 たとえば,人 々に関してある決定をするために不
正確なまたは不十分な情報を利用することは まさしくデータ保護の主題であ
るが,し かし,そ れは必ずしもプライバシーの問題を提起するとは限らない。」28)
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そして,二 つの分野がオーバ ー ・ラップす る領域が存在 し,そ の領域 を 「情報
ら
プ ライバ シー」 または,よ りよ くは 「データ ・プライバ シー」 と呼ぶ ことがで
きる,と した後で,デ ー タ ・プ ライバ シーを次の よ うに定 義す る。「デ ー タ ・
プライバ シー」 とは 「自己に関す るデータの流れ をコシ トロ」ルす る個人 の権
利」 であ る29)。 さらに,デ ータ保護法の 目的のためには,プ ライバ シー とは,
次の ように定義 され るべ きであ るとす る。すなわ ち,「 プ ライバ シー とは,い
かな る主体に関 して も,自 己についてのどのようなデー タが他の どのよ うな者
に知 られ るべ きか,ま た これち の者が それ らの データを利用す ることに関 して
どのよ うな条件 によるかを自 ら決定す る利益であ る。」30)と。 ここか ら引き出す
ことので きる結論は,プ ライバ シーの概念 に関 して,イ ギ リスで も,こ の段階
にお いて アメ リカの有力な学説3nの 影響 を受 けて,自 己のデー タの コン トロー
ル権 と把握す ることが一般化 してきた,1と いうことで ある。 また,先 きのデー
タ ・プライバ シー とい う用語の用い方 は,デ ータ保護の問題がプ ライバ シー論
のなかでの一 部の領域に過ぎない ことを示 唆 して いる。 その意味で,デ ー タ保
護法の立法化 は,イ ギ リスにおけ るプ ライバ シー法 の立法化論の なかでのその
一 部 を実現す ることにな るに過ぎな いことを確認 して お く必要が あろ う。
③ 立法上の勧告 委員会 は,デ ータ保護 のために,コ ン ピュー タ ・ユーザー
の規制 を中心 とす るデータ保 護法の制 定の必要性 を勧告 した。委員会の構 想 し
たデー タ保護法の内容 は次のよ うな ものであった32)5
① 制定法上の諸原則 制定法に宣言 され るべ きデータ保護 の諸原則 は,デ ー
タ主体,デ ー タ ・ユーザー,そ して社会 全体の それぞれの利益の ため に定め ら
28)∫dL,atpara.2.03.
29)11dl,atpara.2。04。
30)1(乳,atpara.21.26.
31)(翠A.Westin,、P吻 αcyα πd乃 θedom7(1967);A。R.Mi1正er,
跣e、4ssα 嘘oπ 丹`び αcy40(1971).邦 訳 ・片 方 善 治 ・饗 庭 忠 男 監 訳 『情 報 と
プ ラ イバ シー 』(ダ イ ヤ モ ン ド社1974年,)。
32)リ ン ドップ 委 員 会 の 勧 告 に つ い て は,堀 部 政 男 「イ ギ リス に お け る プ ラ イ バ シー
の法 的 保 護 一 リン ドップ 報 告書 を 中 心 と して 一 」 『現 代 イ ギ リス 法 』(内 田 先
生 古 稀 記 念 論 文 集)31頁 以 下(成 文 堂1979年,),飯 塚 和之 「イ ギ リス の プ ライバ
シー保 護 立 法 の運 用 と実 態 」 ジ ュ リス ト742頁269頁 以 下(1981年),同 「プ ラ イ
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れ るべ きで あるが,そ れ らは次の とお りであ る。
ゆ
データ主体の利益の光めに
(Dデ ータ主体は,自 己に関連するどのような個人データが処理 されてい
るか,な ぜそれらのデータが必要とされるのか,ど のようにそれらが利
用されるのか,誰 がそれ らを利用するのか,そ の目的は何か,お よびそ
の期間はどのくらいになるのかを知るべきである。
(ii)個 人データは,そ れらが取得された時,ま たはその後に公認された時
に知 らされている範囲で,か つその目的のためにのみ処理されるべ きで
ある。
(iii)処 理される個人データは,正 確.かっ完全で,そ れ らが利用される目
的のために関連性を有 し,か つ現在性を有 したものであるべきである。
(iv)知 らされた,ま たは公認 された目的のために必要な個人データ以外の
ものは処理されるべ きではない。
(v)デ ータ主体は,こ れらの諸原則が守 られているかどうかを確かめ るこ
とができるべきである。
ユーザーの利益のために
(vi)ユ ーザーは知 らされた,ま たは公認された範囲で,か つその目的のた
めに金銭その他の源資での不当な余分の費用を払 うことなしに,自 己の
合法的利益または義務の遂行のために個人データを処理することができ
るべきである。
社会全体の利益のために
(vii)社 会は全体 として,個 人データの処理か ら生 じうるいっさいの便益
を享受し,か つその処理か ら生 じるいっさいの侵害から保護されるべき
である。
② 規制対象領域は,公 的部門,民 間部門の双方とする。対象データとして
は,自 動処理データのみを対象 とし,手 作業によるデータは対象外とする。対
バシー保護法の比較法的研究(イ ギリス)」比較法研究43号59頁以下(1981年)を
も参照のこと。
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象 となるデータの種類は,個 人データとし,法 人その他の団体に関するデータ
は含まない。
③ システムの設置 データ保護庁への登録制度を採用する。
④ 運用コー ド 運用 コー ド方式は,リ ンドップ委員会の考えた独特の方式
であり,こ れは,デ ータ処理行為の異なったタイプごとに定められるもので,
データ保護庁が起草 し,議 会の承認を必要とする制定法的文書の形式をとる。
各ユーザーは,該 当の運用コー ドに従って登録をす ることになる。
⑤ 監督機関 データ保護庁が監督機関として設置される。この機関は,政
府か ら狸立 した機関であり,大 臣の監督下に置かれない。保護庁は,理 事会と
事務局から構成され,理 事は議会両院の解任請求によってのみ解任させられる。
財政は,ユ ーザーに対す る登録手数料によってまかなわれる。データ保護庁は,
データ ・ユーザーに対する各種の規制権限を有する。
⑥ 適用除外 適用除外は,非 常に狭 く考えられており,国 防上の個人デー
タのみがデータ保護法の対象外とされる。
⑦ その他 登録解怠,運 用コー ド違反が犯罪とされ,運 用コー ド違反によ
り個人に損害を与えた場合には,デ ータ・ユーザーは損害賠償をしなければな
らない。
3.小 括
この時期の特徴は,リ ンドップ委員会報告書の公表により,デ ータ保護立法
の実現が間近にせまったことを人々に期待させたことである。そ して,こ れ以
降の議論は,立 法化の是非を巡ってではなく,リ ンドップ勧告の実現か否か,
という形で,具 体的な立法の内容をどう形成するかに論議が集中 していくこと
にな る。それに拍車をか けたのは,OECD,ヨ ー ロ ッパ評議会EC等 で
のこの主題に関する審議の急速な進行であった。 リン ドップ報告書 も,一 章
を割いて,国 外の動向を紹介 していた。 また,立 法案の内容に関 していえば,
リン ドップ勧告は,デ ータ主体の権利保護と並んでデータ ・ユーザーの利益に
も考慮を払っていた。制定法上の諸原則として,デ ータ主体の利益のための,
いわゆるデータ ・プライバシー権が宣言されるべきζと,と 同時に,デ ータ・
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ユーザーの利益に関する原則 も宣言されるべきことを明 らかにしていたからで
ある。近い将来に具体化 されるであろうデータ保護立法が,デ ータ主体の権利
保護立法であると同時に,デ ータ ・ユーザーの保護立法としての性格をも付与
されるであろうことを,リ ンドップ報告も承認 していた,と いうことができよ
う。
III第 三 期=デ ー タ 保護 立法 具 体 化 期
第三期 は,前 期の準備段階を経て政府の手 に よる立法作業が具体化す る時期
である。
1.保 守 党政府の文書 回答
前述 の1978年12月 の リン ドップ報告書の公表以後,労 働党政権 の下 では見る
べ き動 きがないまま,翌 年5月 政権 はサッチャー女史の率 いる保守 党に移った。
この政権 も当初 は リン ドップ勧告 に積極的 に応 えようとは しなか った。た とえ
ば,1980年12月 に,内 務 大 臣 ホワ イ トロウ氏(Mr.WilliamWhitelaw)
は,こ こ数 カ月以内にプ ライバ シーおよびデータ保護 についての政策 ステー ト
メン トを発表す る意思のない ことを表明 していた33)。 ところが,1981年3月19
日,政 府 は,議 会の質問に対す る文書 回答 に お いて立 法 の方 針 を明 らか に し
た34)。す なわ ち,プ ロ クター氏(Mr.Proctor)が,政府 は 自動 的 に処 理 さ
れる個人情報 を保護す る立法の提案 を発議す るか否かを質問 したのに対 して,
前述の 内務大 臣ホワイ トロウは次の ように回答 した。「政府 は,原 則 と して,
機会があればそのような 目的のための立法 を提案す る ことを決定 した。 政府 は,
情報技術が発達 したために 自動的に処理 され る個人情報 について制定法上の保
護を定め ることが望ま しくなって きたと確信す る。 この結論に到達す るにあたっ
て,政 府 は,国 際的 発展 とりわ けOECDに より昨秋 採択 され た,こ の主
題に関す るガイ ドライン351,お よび ヨーロ ッパ評議会に よって締結 された条約36)
33)TheTimes,Dec.22,1980,at2.
34)1ParLDeb.,H.C.(6thser.)WrittenAnswers161-162(1981).
35)前 注9)。
36)CouncilofEurope,Ooπひeη涯 ノ～)r6んεProオ θcεゴoπoゾ1瓦(」`oε(動αZsω あん
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1ご留意 してきた。立法されるならば,連 合王国は,OECDガ イドラインを是
認 し,ま たこの条約を批准することができるであろう。その間に.政 府は早い
時期に条約に署名することを発議する。」以上のように述べた後,立 法構想の
骨子を明らかにしている。その内容は,翌 年の立法提案により血肉を与えられ
ることになる。 ここでは,政 府に意思決定を迫った大きな要因の一つが国外の
動向であったことを指摘することができる。
上の文書回答にもかかわらず,政 府の提案は遅れた。その間に,政 府の怠慢
を不満とする労働党のマ イケル ・ミーチャー氏(Mr.MichaelMeacher)
が 「1982年データ保護法案」(DataProtectionBill1982)を1982年1月
下院に提出した3η。 リンドップ委員会が勧告 した独立のデータ保護機関である
データ保護庁を設置 し,ヨ ーロッパ条約に従ったデータ保護をはかろうとする
ものであった。キャンペーンとしての法案提出ということもあってか全文13力
条という短いものであったが,適 用除外規定を設けず,個 人データの保護に徹
した法案であった38}。この法案は10分間ルールによる法案提出に成功 したもの
の,第 二読会日の指定を得 られず,廃 案となっている。内容的には,次 の政府
案に影響を与えていないが,立 法提案を促進 したことは十分に考えられる。
2.政 府白書 『データ保護一 政府の立法提案』の公表
約束どおり,政 府は,1982年4月4日,rデ ータ保護一 政府の立法提案』
と題する白書を公表した39),立 法提案を白書の形で事前に公表 し,時 には法案
提出前の議会で討論に付すのは重要法案にっいて採用されるイギリスの立法過
程での一つの手法であるが,デ ータ保護法案について も,こ の手順が踏まれた
rθ9αrd`oAμ`omα ホ`cProcθss`πgo/Pθrsoη αZ加`α,(1980).邦 訳 は,前
注9)r世 界 のプ ラ イバ シー(改 訂 版)』396頁 以 下 に 収 録 さ れ て い る。
37)16Parl.Deb。,H.C.(6thser.)291-293(Jan.20,1982);なお,ミ ー
チ ャ ー 氏 は 同 日 タ イ ム ズ紙 に法 案 の 内容 を紹 介 す る論 文 を 寄 稿 して い る。Michael
Meacher,%θr`8ん πoん πoω ωんα`εんecomp碗erん αsoπ ンo砿,TheTimes,
Jan.20,1982,at10.
38)法 案 の テ キ ス トは,ミ ーチ ャ ー氏 御 自身 よ り御 送付 い た だ い た 。
39)Dα εα 乃oεec``oπ 一 雅eGoひ θrπmεπガsP2℃posα 誌 ∫orLe8・ 観 αε`oπ,
Crnnd.8539,(1982).
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のである。この後に提出されたデータ保護法案の基礎となったものであり,白
書の内容にそって提案を見 ることにしたい。
(1)政 府提案の背景 白書は,立 法の必要な理由を二つあげている。一つは,
コンピュータ利用によるプライバシーへの脅威である。次のように記している。
「第一 は,コ ンピュータ利用の急速な成長によって加えられるプライバシーへ
の脅威であり,そ れは個人についての情報を高速で処理 ・連結する能力によっ
て もたらされている。わが国では,コ ンピュータの保有する情報が乱用され,
個々人の個人プライバシーが脅やかされたという例はほとんど報告されていな
い。 しか し,コ ンピュータの融通性により可能 となる乱用の容易さと規模は手
作業記録によるよりもはるかに大きい。」第二の理由は経済的なものである。
「第二に,立 法がなければ,イ ギ リス国内で営業をしている会社は,デ7タ 保
護立法を有する諸国に存在する会社と比較 して不利な立場に置かれるであろう。
ヨーロッパ保護条約が効力を発すると,同 条約は,デ ータ保護立法を有する諸
国に,そ れと比較 しうる保護手段を有さない他の諸国へ個人情報が送 られるこ
とを拒否する権利を承認することになろう。このことは,わ が国で営業 してい
る国際的利害を有する会社および多 くの諸国の依頼者のためにデータの処理を
行なっているイギリスのコンピュータ ・ビューロの活動に脅威を与えることに
なる。 したがって,プ ライバシー保護の国際的基準に従い,か つ貿易に対する
ありうべき障壁を回避するために,政 府は立法の提出を決定 した。その立法は,
連合王国全体に適用され,連 合王国が[ヨ ーロッパ評議会]条 約を批准するこ
とを可能とするであろう。」40)
プライバシー侵害についてのそれほど深刻ではない認識にもかかわらず,立
法提案がなされた真の要因は,順 序 としては二番目に掲げられてはいるが,後
者の経済的側面への配慮であったように思われる。
② 立法提案の内容 ヨーロッパ条約 との関連性に触れなが ら立法提案の内
容を見ることにしよう。
① 規制対象データ 規制対象データは,コ ンピュータにより自動的に処理
40)jd.,atpara.2.
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されるデータであり,手 作業によるデータは除かれる。
② 一般原則 白書は,デ ータ保護法に具体化されるべ き一般原則を掲げて
いる。 この原則は,ヤ ンガー報告書の一般原則に依拠し,リ ンドップ委員会に
よっても是認 され,ま た,ヨ ーロッパ条約 もこれを具体化したものである,と
白書は見ている。それ らは,次 のとおりである41)。
(i)情 報は公正かつ合法的に取得され,処 理 される ものとす る(5条a,
ヨーロッパ条約の対応する条文を示す。以下同 じ。)
(ii)情 報は特定 され,か つ正当な目的または諸目的のために保有されるも
のとす る(同5条b前 半)。
(ih)情 報は上記の諸目的に合致 しない形で使用または開示 されてはな ら
ないものとす る(同5条b後 半)。
(iv)情 報は特定 された目的 との関連で適切であり,関 連性を有しかつ過剰
にわたらないものとする(向5条c)。
(v)情 報は正確であり,必 要な場合には最新なものに保たれるものとす る
(同5条d)。
(vi)情 報は特定された目的のために必要な期間以上に氏名結合形態で保有
されないものとする(同5条e)。
(vii)デ ータ主体は,自 己にっいて保有 されている情報にアクセスするこ
とができ,個 人データを保護する法律上の規定が守 られなかった場合に
・は,情 報の訂正または消去をする権利を有するもの とする(同8条a,
b,c)。
(viii)デ ータへの無権限のアクセス,改 変もしくは伝播,・データの偶発的
紛失,デ ータの偶発的もしくは無権限の破壊に対す る適切な安全保護措
置がとられなければならない(同7条)。
③ 監督機関 リンドップ委員会は,監 督機関としてデータ保護庁の設置を
勧告 していたが,白 書は,こ の方式を採用せず,そ れに代って登録官の制度を
41)1(孟,atpara.6・
42)」 『dl,atpara$.9-10.
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提案した42)。識別しうる個人に関する情報を自動的に処理するデータ・システ
ムのすべてのユーザーは,家 庭内の目的のためにデータを保有する小規模のユー
ザーを除いて登録をしなければならない。白書は,リ ンドップ委員会の認定で
も登録制度を採る国が多く,コ ンピュータ化された個人情報システムの存在と
目的が広 く公けに知 られるようになるのでこの制度が妥当である,と している。
データ・ユーザーは,デ ータ ・ユーザー自身,そ の利用する情報,情 報の出
所,情 報の開示対象,情 報の利用目的を明らかにした項目表の提出を求められ
る。 これらの項目に変更があればそのことも登録 しなければならない。
登録申請の際に,登 録官は,聴 聞をする権限,デ ータ ・ファイルを検査する
権限,シ ステムの修正を要求する権限を有する。申請者のシステムが一般原則
に従っていない場合には,登 録を拒否する必要がある。また,事 態がそれを正
当化する場合には,登 録官は,デ ータ ・ユーザーを登録から抹消したり,デ ー
タ ・ユーザーを相手にして訴訟を提起することもできる。
④ 上訴審判所 登録官の決定に不服がある場合には,不 服申立権が認めら
れ,そ のための独立の審判所が設けられる43)。審判所の委員は,コ ンピュータ
の専門家を含む名簿か ら任命される。
⑤ 公的部門44)立 法の許容する適用除外の範囲内で,中 央政府,地 方 自治
体,警 察,国 有企業その他の公的機関は,他 のユーザーと同 じ方法での登録を
要求される。その際 登録官は,こ れ らの機関が利用する個人に関するデータ
の目的および他の機関へのデータの移送に関す る制度を明示する必要がある。
⑥ 特別のケース45〕特定種類のデータについては,特 別の規制が必要とな
る。たとえば,ヨ ーロッパ条約は,第6条 で,「人種,政 治的意見 または宗教
その他の信条を明らかにする個人データおよび健康または性生活に関する個人
データは,国 内法により適当な保護措置が とられていない限り自動処理するこ
とはできない。罪科に関する個人データについても同様とす る。」と定めてい
43)1(9L,atpara.12.
44)、 颪d」,atpara.13.
45)IdL,atparas.14-16,
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る。白書は,一 般原則を規則によって補充することを認めたうえで,条 約の定
める種類のいくつかにつきその規則によって情報の収集,処 理 保有または開
示に特別の制約を加えることとした。
統計または調査目的のためのみのデータの収集,利 用については,そ の処理
や結果の伝播にあたって個人を明 らかにしない限りは,デ ータ主体のプライバ
シーに対する脅威とはな らない。このために,デ ータ主体の情報へのアクセス
の原則は,こ れ らの目的のみを理由として保有される記録には適用されない。
また,情 報が絶対的に正確であることや最新性を有することの必要性はない。
このことは,統 計または調査目的のために特別に収集されたデータやもともと
行政その他の目的のために収集されたデータにも等 しく適用される。統計,調
査目的用の個人データの収集,処 理は,そ の目的の社会的重要性のゆえに,プ
ライバ シー侵害の可能性がない限り最大限に保障されなければならないであろ
う。白書も,ヨ ーロッパ条約に従って,こ れを保障 しようとしたものである。
同条約第9条 第3項 が,「統計上または科学的調査目的のために使用される自
動処理個人データ・フデイルに関 して,デ ータ主体のプライバシーを侵害する
危険がないことが明白である場合には,第8条(b),{c〕 および{d)に定める権利
[データ主体のアクセス]の 行使の制限を法律で定めることがで きる。」 と規
定 しているのをうけたものである。
さらに,白 書は,公 的記録およびその他の公文書の目的のための情報の収集
については,す でに特定の立法により規制 されており,デ ータ保護立法がこれ
らの目的のための歴史的に価値のあるデータの保存を禁止す ることを考えては
いない,と している。
⑦ 適用除外46)適 用除外の広狭は,逆 に言えば,デ ータ主体の権利行使の
範囲の広狭 となるから,デ ータ保護法中の重要なポイントとなる。 ヨーロッパ
条約 も,一 定の場合に一般原則からの適用除外を認めている。第9条 は,第1項
で 「この条約の第5条[デ ータの性質〕,第6条[特 別の種類のデータ〕,お
よび第8条[デ ータ主体のための追加的保護措置]の 規定に関しては,本 条に
46)1(孟,atparas.17-18。
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定め るものを除 き,い かな る適 用除外 も認 め られ ない。」 と した うえ で,第2
項で次の ように定めて いる。「この条約の第5条,第6条 およ び第8条 の規 定
の制限 は,当 該制限が締約国の国内法で定め られ,か つ次 に掲 げる諸利益のた
めに,民 主主義社会 に必要な措置に当た る場 合に認 め られ る。{a}国 家の安全,
国家の財政上の利益の保護 また は犯罪行為の抑止。(b)当 該 データ主体,ま たは
第三者の権利 および自由の保護。」 白書 は,こ れ を うけて,ま ず,国 家 の安全
の目的の ために保護 され る必要の あるデー タには,新 しく制定 され る立法 は適
用 され るべ きではない,と す る。 さ らに,条 約の(a}に 関連 す る事項 のデータの
利用 は,登 録 を免 除 される。 それ らの免除項 目に は,犯 罪の予防および発 見の
ために警察 その他 の法執行機関が必要 とす るデー タが含まれ る。 しか し,そ の
意図は,当 該機 関の適切 な役割 と一致す る最小限度で,登 録の免除を維 持す る
ことであ る。 同 じく,こ れ らの事項 に関 して 当局に情報を提供 す る登録 された
デー タ ・ユー ザーは,当 該情報の開示の登録を要求 されな い。 つぎに,上 記条
約(b)に関 しては,医 療記録およびソーシャル ・ワーカーの記録す るセ ンシィティ
ブな情報の ような一 定の領域 につ いて その適用の可能性 を予測 してい る。 この
場合 には,デ ータ ・ユーザー は登録 はしなければな らないが,そ れへの デー タ
主体 のアクセスを制限す るのが適切で あろう,と す る。 この二 つの区分 による
適用除外の方法 は,1984年 デー タ保護法で も採用 されてい る。 ただ し,同 法で9
は適用除外事項 は増大 して いる。
営業 と して他人のデー タ処理を行 な うデー タ ・ビューロにどの ような規制 を
加 えるか も一つの論点 とな る。 白書 は,コ ンピュータ ・ビュー ロの登録 とな ら
んで,そ れ らを利用す る者の登録 も義務づ けることとした。 ただ し,コ ン ピュー
タ ・ビューロにつ いて は,一 般 原則の い くつかについて適用 を免除す る。通常
は,デ ータの 目的,収 集,伝 播およ びデー タへ のアクセスを管理す るの はデー
タ ・ユーザーであるか らで ある。
⑧ 制裁4η この点 につ いて は,ヨ ー ロッパ条約は,第10条 で,「 各締約 国
は,こ の章 に定 めるデータ保護 に関す る基本原則 を実施す るための国内法の規
47)Zと孟,atparas.19-21.
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定に違反する行為に対する適当'な制裁および救済方法を定める義務を負う。」
と定めてお り,そ の詳細は各国の国内法に委ねられている。白書は,刑 事上の
制裁と民事上の救済方法につきそれぞれ次のように述べている。
(イ)刑 事上の制裁 まず,登 録に関しては,次 の行為が犯罪とされる。同
登録官への虚為の申告,(b燈 録をせず,ま たは登録の免除を受けず,個 人情報
を自動的に処理すること,(c次 陥の治癒に関す る登録官の通知の不遵守。つい
で,一 般原則の違反に刑事制裁を課すのか否かが問題となるが,白 書は,次 の
場合に刑事上の制裁規定を設けるべきか否かを検討事項 とした。〔a}デー タ ・ユー
ザーが虚為の情報を故意に記録し,利 用しまたは伝播 した場合,(b}デ ータ・ユー
ザーが正当な理由なしにデータ主体のアクセスを拒否 した場合,(c)デ ータ・ユー
ザーが非登録目的のために情報を利用 した場合。
(ロ)民 事上の救済方法 救済方法の第一は,デ ータ利用の要件違反のため
に損害を被ったデータ主体に認め られる損害賠償である。第二は,損 害は予測
されるが,い まだ被害が発生 していない場合に,法 定要件違反を差止めるため
に認められる差止命令である。登録官は民事訴訟には関わらない。訴の提起は
被害者たる個人の責任である。責任の形態に関しては,フ ォール トの証明に基
づ く責任 と厳格責任の二つが考え られるが,い ずれにするかは検討事項 とされ
た。
なお,公 的部門については,デ ータ保護立法の有無にかかわらず,誤 った行
政行為によってもたらされた不正義が存在する場合には,関 連立法の下で議会
コミッショナーの調査が行なわれ ることになる。
⑨ 国外へのデータの移送48)特 定の情報について,対 応するデータ保護立
法を有さない特定の国には,そ の情報の移送を禁止する措置を立法中に含める
ことにする。
⑩ 費用49)制 度運営のための費用については,白 書は極めて慎重である。
財政状態を考慮してのことであろうが,財 源に対する負担を最小限度にすると
48)∫dL,atpara。22.
49)」 西dL,atparas.23-25.
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いう政府の 目的に従 うために,法 律 ・規則 ともに不必要 に費用のかか る要件 を
加 えな いことを求めてい る。 登録官およびそのスタ ッフのための最初の費用は
1年 間で50万 ポン ドと し,登 録官の徴 収す る手数料 によ りこの費用 も回復 され
ることが期待 されて いる。
⑪ 実施の時期501制 度 の実施 は,立 法成立後全面的に行な うの は難か しい。
ヨー ロッパ 条約 もデータ保護措置の段階的実施 を認めてい る。
⑫ 諮問委員会51〕 特定の種類の データに関す る規則の準備お よび立法 自体
の改正について,政 府に助言 を与 え る諮問委員会が任命 され る。
3.1984年 デー タ保護法の成立
上記 の白書の形 式での 政府 の立法提案 は,そ の骨子 を維持 しなが ら,1982年
デー タ保護法案 と して条文化 された。 同法 案は,1982年12月 上院 に提 出され,
翌年3月 下院に送付 されたが,審 議の途中で同年6月4)議 会解散 により廃案 と
なった。総選挙直後の6月,一 部修正 された1983年 データ保 護法 案が再 び上院
に提出 され,11月 に上院を通過,下 院に送付 され た。下院 での審議 は年 を越 し,
一部修正 の うえ可決 され たので ,上 院 に回付 され,下 院修正が6月29日 に上院
で可決 され,7月12日 に女王の裁可 を得て,1984年 デー タ保 護法 として成立 し
た52)。
4.小 括
政府の立法提案にみ られたよ うに,デ ータ主体の権利保護 とデー タ ・ユーザー
の経済的 利益保護 の二 つに根拠 を置 いて,デ ータ保護法の立法化がはか られた
ことが,明 確 にな ったのが,こ の時 期の特徴 といえよう。 とりわ け,後 者の経
済的利益 保護の側 面は,国 外 か らの影響 を受 けて いる。現代 イギ リス法 に対す
る 「海外 か らの挑戦」53)は様 々な法分野で問題 とな るが,デ ー タ保 護法 につ い
50)1dL,atpara.26.
51)1dL,atpara.27.
52)1984年 データ保護法については,飯 塚,前 注3)論 文を参然のこと。同論文は,本
来,本 稿の第3期:デ ータ保護立法具体化期の後半部分(皿,3,)を 構成するもの
として,構 想されたものであった。本稿の紙巾の制約上,掲 載誌を異にしたため,
公表の時期が前後 した。
53)現 代イギリス法に対する海外か らの挑戦については,LeslieScarman,1動g`εsん
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て も,そ の ことが実証 され た ことになる。
お わ り に
　 　 コ 　 　 　 　 　 　 　 　
1960年 代 には じまるデー タ保護立法論の展開 は,1984年 デー タ保護法の成立
によ って,そ の終幕を迎えた。 あ る論者 は,1981年 の論文で,イ ギ リスで はプ
ライバ シーに関 して 「議論 ばか り多 く,ほ とん ど行 動が な い」 と指摘 して い
た54}。1984年 デー タ保 護法 の成立 は,こ の言葉 に修正 を余儀な くさせ ることと
なろ う。 少な くとも,デ ータ ・プ ライバ シーに関 して は,「 行動 はな され た」
か らで ある。 部分的に施行 され,す でに運用 の開始 された1984年 デー タ保護法
　 　 　
の展開の検討が今後の課題 となる。
●
Lα ωドー 跣eπeωDεmεns`oπ,(1974),邦訳:田 島 裕 訳 『イギ リス 法 一 一 そ の 局
面 』10頁 以 下(東 京 大 学 出版 会1981年,)を 参 照 の こ と 。
54)JamesCornford,翫eProspe伽 ノbrP励 αcッ,52PoliticalQuarterly
295,296(1981).
